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Abstract: 

The article attempts to elucidate the deployment of a business ecosystem by examining the 
standardization and technology diffusion in the case of a consensus standard: an automotive ECU 
standard, AUTOSAR, in EU. A consensus standard such as AUTOSAR aims at diffusing the 
standardized technologies by providing free IPs as well as sharing the cost of increasing system 
complexity between firms. Such a framework is different from the case of conventional 
standardization which presumes the active exercise of relevant IPRs with revenues. While IPRs of 
standardization leaders are secured, the openness of technology specifications and availability of 
relavatn IPs are assumed to encourage a variety of players to enter the relevant business without 
difficulties, which means that standardization leaders can not necessarily enjoy their business. 
Concerning for such a case, the article considers the transition of participant firms along with the 
process from the standardization setting to the technology diffusion. The stabilization of 
standardized technology specifications increases players, other than initial standard-setting leaders, 
which encourage the implementation of the standard and/or exploit the standard to develop their 
business. The archetypes and entrance timings of players are likely to vary depending upon the 
backgrounds of players (e.g., country/region, business field). Particularly it is remarkable that the 
most of the providers of implementation platforms, tools, and/or engineering services are closely 
related to standardization leaders from the same area: EU. These results suggest that (1) a consensus 
standard to enhance interfirm collaboration and diffusion, which is different from a platform 
standard to provide implementation solutions, is a “framework” standard as a set of technology 
specifications that firms are at least required to refere to, and thus witness that (2) standardization 
per se does not necessarily secures the competitive advantage of standardization leaders. Yet, in spite 
of the appearance of the openness of a consensus standard, (3) standardization leaders and relevant 
players may enjoy advantages in their business by controlling implementation technologies of the 
standard. These findings show that the relevance between a standard and its implementation is 
critical as well as the open-closed partitioning of the components of the system concerned. Thus, the 
attempt to explicate the construction of a business ecosystem needs to include the investigation into 
firms implementing the standard as well as standardization leaders.  
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コンセンサス標準を通じた企業推移と普及推進： 

車載エレクトロニクスの事例からのインプリケーション 

 

安本 雅典 

横浜国立大学 

 

糸久 正人 

東京大学ものづくり経営研究センター 
 

要約： 

本稿の目的は、EU における車載エレクトロニクスのコンセンサス標準の事例（AUTOSAR）
を対象に、標準化と技術普及の仕組みを検討し、標準を通じたビジネス・エコシステムの
成り立ちについて示唆を得ることにある。AUTOSAR をはじめとしたコンセンサス標準では、
対象システムの複雑化に関わる負担を複数企業間で広く分かち合い、普及を促すために、
関連知財を無償公開（ロイヤルティ・フリー）しつつ標準化が進められることが増えてき
ている。こうした枠組みは、知財収入をともなうような知財権の積極的行使を前提とした
従来の標準化のケースとは異なる。標準化推進企業の知財権は保障されているものの、技
術仕様が公開され、知財の利用が広く認められる。このため、さまざまなプレーヤーが容
易に標準を活用した事業に参入可能であり、標準化推進企業のみが有利に事業を展開でき
るとは限らなくなっている。本稿では、こうしたケースに注目し、標準の形成から実装を
通じた普及が進むまでの過程について、参加企業の推移を検討した。標準化された技術の
基本仕様の安定化にともなって普及が進められると、当初の標準化推進企業以外に、実装
による活用を促したり、標準の活用に徹したプレーヤーが増加する。そうしたプレーヤー
のタイプやその参入時期は、企業の背景（国・地域、事業分野など）により一定の傾向が
見られる。なかでも、実装の促進企業については、標準化推進企業と関係が深いと考えら
れる EU の企業が大部分を占めている。こうした知見は、①企業間の協調と普及を前提とす
るコンセンサス標準は、実装上のソリューションを提供するプラットフォーム標準とは異
なり、企業が参照すべき技術仕様のセットとしての「枠組み」標準であり、したがって②
標準化の推進そのものは必ずしも事業上の競争優位をもたらすものではないことを示して
いる。ただし、見かけ上の標準のオープンさにもかかわらず、③標準化推進企業やその関
連企業は、標準の実装のための技術をコントロールし、事業を優位に進める可能性がある。
以上の結果は、対象システムの構成要素のオープン‐クローズドの切り分けのみならず、
標準と実装との関わりが重要であることを示している。したがって、標準化を推進し関連
知財を握るプレーヤーに注目するだけでは十分ではなく、標準の実装を担ったり、実装技
術を提供して事業を支援する企業を含めて、標準化に関わるビジネス・エコシステムの成
り立ちを理解する必要がある。 

 

キーワード： 

コンセンサス標準、枠組み、ロイヤルティ・フリー、普及、実装、プラットフォーム、ビ

ジネス・エコシステム 



2 
 

1.はじめに 

本稿では、複数企業が参加するコンセンサス標準（Farrell & Saloner, 1988; Leiponen, 2006; 

2008;；立本, 2011; 新宅・江藤, 2008; Weiss & Cargill, 1992）について、標準の技術仕様の策

定から実装による普及にいたる過程の参加企業の推移を追うことで、標準化にもとづくビ

ジネス・エコシステム（以下、エコシステム）の成り立ちを検討する。コンセンサス標準

とは複数企業のコンソーシムによって形成される標準で1、OEM（完成品メーカー）、サプ

ライヤー、ツールベンダーなど様々なプレーヤーが、それぞれの立場から標準の策定と普

及に参加している。コンセンサス標準は、ネットワーク外部性の追求（Katz & Shapiro, 1985）

や増大する複雑性への対応（Farrell & Saloner, 1988; Greenstein & Stango, 2007; 徳田他, 2011）

とともに、市場の拡大・確保のために、多様な企業を巻き込んで進められることが増えて

いる。 

一方、従来の議論では、コンセンサス標準についても、もっぱら標準化推進企業の戦略

に関心が集中し、こうした企業の戦略にもとづいてエシステムが構築されると考えられて

きた。典型的にはプラットフォームリーダーの議論がある（e.g., Gawer, 2009; Gawer & 

Cusumano, 2002; 小川, 2009；高梨他、2011；立本他, 2008）。こうした議論では、強い技術

の専有性や知財権を前提に、技術開発、標準策定、そして実装による普及といった標準化

に関わる各段階の全てを一貫してリーダー企業が主導することが、暗黙裡に想定されてい

る。 

もちろん、コンセンサス標準に関しても、技術仕様の標準化に参加・貢献することは、

技術上の優位を活かすうえで戦略的に重要であることが指摘されている（Leiponen, 2008）。

また、欧州の例からも分かるように、政策的な後押しを受けて企業が連携して国際標準化

を推進することで、そうした企業が優位性を確保する可能性は高まるかもしれない（e.g., 

Bekkers et al., 2003; Funk, 2002；立本、2011a；徳田他, 2011）。 

しかしながら、コンセンサス標準では、技術の専有性や知財権を譲歩することによって、

多様なプレーヤーの参加や貢献を促し広範なエコシステムの展開が目指す場合も多い2。す

なわち、こうしたコンセンサス標準では、標準化に関わる各段階を、それぞれ異なるプレ

ーヤーが担い活躍する可能性がある（e.g., Leiponen, 2008; 安本, 2011）。実際、携帯電話産業

における欧州標準（GSM およびその後継規格）の形成と普及に関する研究では、標準化戦

略の重要性が指摘される一方で（Bekkers et al., 2002; Funk, 2002）、技術開発、標準策定、事

業の各段階では主要な担い手が異なっていることが示唆されている3（Leiponen, 2008；丸

川・安本, 2010）。 

                                                  
1 様々な標準化やコンセンサス標準の概念整理については、例えば立本（2011a; 2011b）参照。 
2 ただし、一方で、ITU などでは、技術の知財権を保有した上で、その技術を標準化領域の基本特許とし、

知財収入を確保するという傾向も見受けられる。その場合、事前の特許保有宣言が必要となる。 
3 具体的には、標準の安定化が進んでいた 2000 年代初頭までは、標準を推進しそれに準拠した製品をいち

早く提供していた既存有力メーカーが有利であった。しかし、2000 年代初頭以降は、新興メーカーの参入

が進み、標準化推進の有力 3 大メーカーは事業再編や業績悪化に直面している。その一方で、新規の参加

企業数も市場規模も急成長しており、着実にエコシステムは拡大している。 
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標準の成立・普及には様々なプレーヤーが関与しており、さらに普及に当たっては様々

な企業が補完し競争し合うことで、エコシステムの成り立ちに貢献している（e.g., Adner & 

Kapoor, 2010; Iansiti & Leivien, 2004; Pierce, 2009）。標準化が進めば、技術・知識を媒介した

り、各専門分野に特化した企業が生じてくる（例えば補完財企業やシステム企業）。そうし

た企業の中には、標準化による成果の実装を促したり、そうした実装技術を用いて標準の

活用に徹して事業を行うものも少なくない。こうした企業が広く発達しなければ、標準の

普及は望み難く、それらの企業による広範なエコシステムの成立も期待し難い。このよう

に、コンセンサス標準によるエコシステムは、多様な企業が参加・貢献することで発達す

るために、政策や一部の有力企業の戦略に注目するだけでは十分に理解できない面がある。 

以上の点をふまえれば、標準の策定や普及の推移にともない、どのような企業がどのよ

うな分野で参加・貢献し、どのようにエコシステムを形作っていくのかについて、より詳

細に理解する必要がある。こうした試みは、様々な企業によるエコシステムの成り立ちを

理解し、関連した政策や戦略の形成に資する知見を提供しうるという点で、実践的にも意

義があると考えられる。 

本稿では、まず、コンセンサス標準について、技術開発、標準策定、そして実装による

普及といった各段階によりプレーヤーが異なってくる可能性を指摘する。この視点をもと

に、続いて、コンセンサス標準の策定から普及にかけてのプレーヤーの推移を検討する。

具体的な対象としては、自動車産業における車載ソフトウェアのコンセンサス標準

「AUTOSAR（Automotive Open System Architecture）」（後述）に着目する。最後に、この事

例から得られた結果をふまえて、インプリケーションと今後の研究課題を提示する。 

 

2.課題 

技術の専有性と普及のバランスをどのようにとるのか、という問題は、イノベーション

論における中心的な課題として精緻な検討が行われてきた（e.g., Boudreau, 2008; Parker, 

G. and M. Van Alstyne, 2008; West, 2003; 2006）。標準化戦略というコンテクストにおい

ても、対象システムの構成要素のオープン／クローズドの切り分けという観点から同様

の問題が論じられてきた。例えば、標準化領域はオープンにして普及を促す一方、競争

領域のうち自社にとって競争上重要な部分についてはクローズドにして知財権による

専有性を高めるというように、オープン-クローズドのバランスを保つことで競争優位

を構築するといった戦略が提示されている（e.g., 小川, 2008；高梨他、2011;立本他, 

2008；立本他、2009；立本, 2011b）。この場合、標準化推進企業は、技術進歩をコントロ

ールしつつ、クローズドにして専有性を高めている部分について、標準に関連した知財

権によるライセンス収入や製品による事業収益を確保できる。その一方で、オープン化し

た部分によって普及を促し、ライセンス収入や製品による事業収益の拡大を可能にするｋ

ともできる4。 

                                                  
4 立本(2011b)が指摘しているように、プラットフォーム企業に関する 2 面市場モデルの議論が、こうした
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以上の議論は、「強い」5知財権を前提に、もっぱら「対象システムの構成要素のどこをオ

ープンにし、どこをクローズドにするのか」という点に注目する傾向にある。これに対し、

複数のプレーヤーの合意から成るコンセンサス標準においては、普及を優先するがゆえに、

技術仕様の公開、さらには関連知財の条件付きでの無償／低ロイヤルティでの提供がなさ

れることも珍しくない6（e.g., Evans et al., 2006；Simcoe, 2006; 内田, 2012; West, 2007）。 

こうしたケースでは、標準にもとづく基本的な技術はそもそも専有性が低くオープンで

あることが前提になることから、論理的にはこうした基本的な技術のレベルでオープン／

クローズドは問題にし難い可能性がある。したがって、オープン／クローズドが問題とな

りうるのは、標準的な技術にもとづいて構築される実装システムの、どこをオープン/クロ

ーズドにするのかという点に限られるはずである。 

また、仮に標準化された基本的な技術に強い知財権の設定が可能な場合でも、基本的な

技術と実装システムとの関係は複雑であり、（おおよそ構成要素のカテゴリー別に標準は設

定されているものの）標準化された個々の基本技術と実際の構成要素とが相互が明確に対

応するほど単純ではないという問題がある。ある基本技術について知財権を保有している

としても、それがどの構成要素に対応するかが明確でなければ、その技術に対する強い知

財権を行使することは容易ではない。標準化の進んでいる情報通信産業での知財訴訟の多

くは、こうした基本的な技術と実際の構成要素の結びつきの不明確さによって生じている

ように思われる7。普及を重視して基本的な仕様や技術が標準化され公開されている場合に

は、「強い知財権を前提にした、構成要素のオープン-クローズド」の概念ではとらえ難い状

況が、出てきていると考えてよいかもしれない。 

強い知財権を前提としなければ、より広く様々な企業が得意分野に応じて参入して活躍

する可能性が高まる。従来の標準化推進企業に注目した議論では、標準化推進企業が、標

準策定によりオープンな環境を創造することに加え、実装による普及の主導的な担い手で

あることが求められてきた（e.g., Gawer & Cusumano, 2002）。しかしながら、標準的な技

術そのものは誰にでも支障なく利用可能なものとなっているのであれば、技術開発や標準

策定の段階と実装による普及の段階では、異なるプレーヤーが活躍するようになる可能性

                                                                                                                                                  
点を価格と市場の面から精緻に検討している。プラットフォーム企業は、2 つの異質の市場に対し、一方

では低価格もしくは無料で製品を提供して市場を拡大し、もう一方ではプレミアム価格で収益を確保する

ことで、需要創造と収益確保を両立させる。2 面市場モデルの議論では、それぞれの市場と技術の特性や

進歩との関係は必ずしも明らかではなく、また OEM など他のプレーヤーの戦略との関わりは十分に考慮さ

れていないものの、エコシステムの発達への理解に資する面がある。 
5 本稿で専有性や知財権が「強い」という場合には、排除権を持つことに加え、ロイヤルティなどの知財

収入が保障されているケースを指す。無論、知財収入が存在しなくても、知財権によって、排除権を確保

したり、当該知財の技術を管理することは可能であるから、知財権の意義は十分に存在する。 
6 携帯情報端末産業の急成長を促した Android は、その典型である。ただし、Android では、普及のために、

これによる知財収入は期待されておらず、また競争上重要となりうる実装ツールですら条件付きで無償提

供がなされており、Android の事例を即座に一般化することはできないかもしれない。なお、ここでは、仕

様や技術が公開されていることに加え、それらを活用する際のコストが無視しうるレベル以下である場合

をオープンとする。 
7 何が標準に関わる基本技術か、ある技術がシステムに使用されているかどうか、使用されているとすれ

ば実際の製品システムのどこに対応するのかの判断は、現実には相当の精査を要する。 



5 
 

が十分にありうる。 

例えば、Linux のカーネルやコンポーネントの開発者と Linux にもとづく OS やアプリ

ケーションの開発者は一致しているわけではない。それゆえに、Linux ベースの様々な OS

プラットフォーム企業やシステム企業が広く存在するようになっている。では、様々な企

業の参入による普及は、どのような設定の下で、どのように進むのだろうか。 

これから検討する AUTOSAR をはじめとした EU のプログラムに見られるように、コン

センサス標準に関しては、技術仕様策定以前の「技術開発（R&D）」、コンソーシアムを通

じた技術仕様の「標準策定」、実装（事業における開発）を通じた「普及」といった 3 段階

の重層的構造（図 1）が存在する（徳田他, 2012；安本、2011）。こうした重層的構造につい

ては、従来は制度や技術の実態記述が中心であったが、本稿では、こうした重層的構造を

念頭に、とくに標準策定から標準の普及に至るプロセスについて、その仕組みと合わせて、

参加プレーヤーの推移を検討する。 

 

図 1 標準化の重層的構造の概念図 

 

 

３. 事例検討：AUTOSAR の成立・普及 

（１）AUTOSAR 概要 

本稿が対象とするのは、自動車における車載ソフトウェアの標準化「AUTOSAR」である。

AUTOSAR とは「AUTomotive Open System Architecture」の略で、複雑化する自動車制御の

車載ソフトウェアに関して、OS（Operation System）を含む BSW（Basic Software）の部分を

標準化しようというグローバルなコンセンサス標準の動きである（徳田他、2012）。

AUTOSAR の狙いは、ミドルウェア以下を企業間で標準化し共有することで、増大する開発

負荷の低減を図ることにある。概念的には、ミドルウェア以下を企業間で共有しアプリケ

ーションレイヤーと BSW を分ければ、各企業はミドルウェア以下の共通部分の開発負荷を

抑えながら、それぞれ自社モデルに合ったアプリケーションの開発に集中することができ
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るとされている8（図２）。 

 

図 2 AUTOSAR のアーキテクチャ 

 
注：AUTOSAR の構造上のポイントは、RTE（Run Time Environment）と呼ばれるミドルウェアで、アプリ
ケーションレイヤーと BSW（Basic Software）を分割することである。そして、BSW には、Communication 
Stack、OSEK（OS）、CAN、FlexRay などの個別の標準を用いることで開発工数の低減を狙っている。 

 

AUTOSAR は、とくに BMW や Daimler などの中規模 OEM を中心に標準化が開始された

が9（糸久・安本、2011）、こうした自社資源の限られている OEM にとっては自社独自部分

に集中できるメリットは大きい。一方で、関連技術の蓄積のない新興国メーカーや他分野

のメーカーにとっても、技術の利用可能性が高まり、また市場機会が広がるという点で、

事業上の機会が拡がることになる（糸久, 2012；糸久・安本, 2011）。 

2003 年に Bosch、BMW、Continental、Daimler などが中心となって発足した AUTOSAR

には、現在、世界各国の自動車メーカー、ECU サプライヤー、半導体ベンダー、ソフトウ

ェアベンダーなどが参画し、コンセンサス形成のために尽力している（図３）。コンソーシ

アムに参加すれば、AUTOSAR 関連技術を無償で使用できるため、中国、韓国、インドなど

の新興国メーカーでは、AUTOSAR に準拠するところも少なくない。以上のことから、新興

国メーカーを含む、標準の普及やエコシステムの成り立ちを検討する場合、AUTOSAR の事

例は適切であると考えられる。 

 

 

                                                  
8 実際には、AUTOSAR により完全にモジュラー化がなされているわけではなく、むしろ「各社各様の

AUTOSAR 仕様の ECU」が存在している状態であると言われる。すなわち、AUTOSAR は実装仕様にはな

っておらず、企業間にわたり関連コンポーネントを容易に共通利用できる状況にはなっていないと思われ

る。このため、AUTOSAR 導入により開発負荷がむしろ増加したという見解もある。国内外の OEM への調

査、OEM との共同研究による（2010 年～2012 年）。 
9AUTOSAR は、自社領域が標準化されてしまう恐れがあった Bosch などの ECU サプライヤーが積極的に

主導したというよりは、むしろ OEM により積極的に進められてきた。実際、AUTOSAR の基本仕様項目の

多くは BMW などの OEM によって提出されている。Bosch などは AUTOSAR にもとづく事業戦略を積極的

に推進しているが（高梨他、2011）、当初からこうした事業展開を念頭に自ら積極的に標準化を進めてきた

というよりは、EU やドイツにおける標準化の状況を積極的に利用しようとしてきた面がある。こうした点

については、これらの ECU サプライヤーの担当ディレクターやマネージャーから部分的に確認されている

（2010～2011 年）。 
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図３ AUTOSAR のメンバー構成 

 
Source：Overview on AUTOSAR Cooperation. 2nd AUTOSAR Open Conference. Tokyo, Japan. May13, 2010 

 

AUTOSAR は、2006 年 12 月に ver. 2.0、2010 年 9 月に ver.3.0、2011 年 4 月に ver.4.0 をリ

リースしている。2005 年 9 月時点では 35 社に過ぎなかったメンバーは、2006 年以降急速

に増加し、2010 年には 120 社を超え、2011 年 11 月には 153 社となっている。 

AUTOSAR のメンバーシップは、コア・メンバーであるコア・パートナー（CP）、プレミ

アム・メンバー（PM）、アソシェート・メンバー（AM）に分かれる（表１）。CP、PM、AM

は、AUTOSAR の仕様の提案、仕様化、仕様への早期アクセス、AUTOSAR 準拠 IP へのア

クセス、AUTOSAR 技術の無償使用（ロイヤルティ・フリー）といったメリットを享受でき

る。この他に、AUTOSAR の仕様化方針や基本仕様を受けて、実装に向けた現実性のある仕

様化を支援するディベロップメント・メンバー（DM）が存在し、ほぼ同様のメリットを享

受できる。非メンバーでは、こうしたメリットや権利は享受できない。 
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表１ AUTOSAR の各メンバーシップの特徴 

 

 

初期からのメンバーで有力企業を中心とした CP を除き、PM、AM には、一定の条件を

充たし、会費を払えばなることが可能になっている。ただし、CP による推薦や承認が必要

であるなど、仕様提案を行える PM になるための要件は厳しいとされている。また、DM は、

オープンにメンバー募集が行われていることが少なく、CP をはじめとする標準化推進企業

の推薦や承認が求められる。DM の半分以上は、標準策定段階から仕様へのアクセスや仕様

化を通じて技術力を蓄えているところが多いため、これらの企業に対抗して新規メンバー

が容易に参入しうる状況にはない可能性もある。 

なお、2006 年以降、多くを占める AM（AUTOSAR の活用者）の加入資格が大幅に緩和

されている。CP の強い推薦やメンバー間の合意が必ずしも必要でなくなったのである。ま

た、システムのアーキテクチャなどの技術仕様が 2010 年リリースの ver3.0 以降固まり、実

装可能な仕様になってきている。こうして、2005 年以前の基礎設計の段階（PhaseⅠ）を経

て、2006 年以降に普及準備（PhaseⅡ）が進み、2010 年以降（PhaseⅢ以降）には普及一般

化の段階に入っている。先に見た参加企業の急増は、こうした転機を契機としたものであ

ると考えられる。 
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（２）データ概要 

以上の点をふまえ、データは、2006 年以降（PhaseⅡ以降）の時期別に AUTOSAR のメン

バーの推移に関するものを収集した10。2010～12 年に同標準に参加している、もしくは対応

を検討している国内外企業（EU6 社、中国 1 社、韓国 1 社、国内 12 社）への予備的な取材

および議論を行ったうえで、そのうちの一つの企業より時期に応じてメンバーがリストさ

れている資料の提供を受けた。 

この資料について、先に見たように、AUTOSAR ホームページや関連企業への取材で技術

の推移、段階、メンバー資格、参加条件などについて確認を行った（2012 年 9 月時点）。そ

のうえで、普及準備段階の PhaseⅡから普及一般化段階の PhaseⅢにかけて、時期に応じた

参加企業の推移を、メンバーシップ、参加企業の事業分野、国・地域をクロスさせ検討し

た。メンバーシップの条件や資格を考慮し、ここでは、標準の仕様提案が可能で、広範な

決定権や投票権を持つ CP を標準化推進企業、部分的に投票権を持ち実質的に仕様を策定し

うることもある PM を準標準化推進企業、DM と AM を実装に関わる標準の活用促進企業も

しくは活用企業と考えることにした。 

なお、2012 年 9 月時点でのメンバーシップ、地域別の構成概要は、表２の通りである。

CP の入れ替わりが一部あったものの、その数は標準化初期の頃から変化がないため、掲載

していない。ドイツ、続くフランスといった EU 圏を中心に、日本をはじめとするアジアや

北米からの参加も広く見られる。ただし、幅広く各メンバーシップを一定数以上排出して

いるのは、ドイツを中心とした EU に限られる。 

 

表２ AUTOSAR への参加状況 

 

 

                                                  
10 主として http://www.autosar.org において公開されている情報による。 
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（３）メンバーシップ別および国・地域別の増加傾向 

メンバーシップ別に参加の傾向見てみると、標準を活用した事業展開を行う AM、続い

て実装に向けた仕様の確立を担う DM が急増している（図４）。技術の方向性や仕様を提案

する CP や PM にはほぼ変化がない。すなわち、標準化推進企業や準標準化推進企業に関し

ては、一定のメンバーが確定されている状況と言ってよい。まとめれば、参加企業数の伸

びは、標準を実装して活用したり、実装を促進し活用を促すメンバーの伸びによってほぼ

説明されると言うことができる。 

なお、メンバーシップ別の代表的企業は前掲図３の通りである。 

 

図４ AUTOSAR のメンバーシップ別参加推移 

 

注：縦軸は企業数を示す。 

 

メンバーシップ別の参加企業の推移を、国・地域別に見ると、図５のようになる。全体

として見れば、北米からの参加がとくに増えている。CP については、総数は変わらないも

のの、入れ替わりがあったため国・地域別の増減が生じている。PM については 1 社のみ増

加している。参加企業数がもっとも伸びているのは AM であるが、数としてはアジアが顕

著に多く、アジアからの参加企業数の伸びも大きい（ただし伸び率が最大なのは母数とな

る数が少ない北米である）。一方、DM については、従来から EU 企業に占められており、

その数がさらに伸びている。 

こうした結果は、実装に向けた仕様化を含む標準推進は EU 企業、標準の活用はとくにア

ジア企業によって担われていることを示している。 
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図５ AUTOSAR の国・地域によるメンバーシップ別参加推移 

 

注：縦軸は企業数を示す。 

 

（４）メンバーシップと国・地域による事業分野別の増加傾向 

次に、事業分野別に参加の傾向を見てみる。事業分野については、それぞれの企業の主

要事業を確認し、AUTOSAR における事業分野のカテゴリーを参考に６つに分類した。事業

分野別には、開発支援サービス、開発ツール、ソフトウェア・プラットフォーム、これら

を合わせたソリューションを担う Engineering/Tool/Solution 分野の参加企業が最大の割合を

占めており、また数的にも伸びている（図６）。続いて OEM の参加が伸びている。まとめ

れば、標準を実装して活用したり、実装を促進し活用を促す事業分野の企業の伸びによっ

て、参加企業数の伸びの多くは説明されると言うことができる。 
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図６ AUTOSAR の事業分野別参加企業推移 

 

注：縦軸は企業数を示す。 

 

続いて、メンバーシップ別の参加企業の推移を、事業分野別に見ると、図７のようにな

る。全体として見れば、AM、PM、DM の順で参加企業数が多く、CP を除けばいずれのメ

ンバーシップでも Engineering/Tool/Solution 企業の参加数が多くなっている。準標準化推進

企業である PM においても、Engineering/Tool/Solution 企業は最大の割合を占めている。さら

に、とくに活用を担う AM と DM では Engineering/Tool/Solution 企業の伸びは顕著である。

DM は Engineering/Tool/Solution 企業のみである。なお、企業数としては Tier１や Supplier が

続きいずれも伸びているが、数が少ないながらも AM の OEM の伸びがとくに顕著（倍増）

である。 

こうした結果は、実装に向けた仕様の開発に関わる DM を除けば、事業分野とメンバー

シ ッ プ に 明 確 な 対 応 は な い こ と を 示 し て い る 。 標 準 の 実 装 化 に 関 わ る

Engineering/Tool/Solution 企業は CP 以外の PM から AM まで広く分布しており、活用の促進

や事業化に関しても DM や AM のいずれにも分布し伸びている。一方、普及にともない増

加する企業のタイプ（標準の活用もしくは活用促進を担う企業）は事業分野による違いが
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あり、さらに、DM と AM に見られるように、こうした違いはメンバーシップにより異なる

ことが分かる。 

 

図７ AUTOSAR のメンバーシップによる事業分野別参加推移 

 
注：縦軸は企業数を示す。 

 

ここで、国・地域による事業分野別の参加企業を確認してみると、もっとも企業数が多

い Engineering/Tool/Solution 企業の多くは EU 企業によって占められていることが分かる（図

８）。Engineering/Tool/Solution 企業は CP には含まれておらず、標準化推進企業ではない。

しかしながら、実装に向けた仕様の洗練や実装支援による事業展開についても、EU に主導

されている可能性がある。 

一方、OEM を含むその他の事業分野については、国・地域による分布の差は顕著ではな

いが、総じてアジアが多い傾向にある。先に見たようにアジアでは標準化推進企業は多く

ないため、AM のアジアの新興国企業をはじめ、標準の活用に徹した企業が増えていること

が改めて確認できる。 
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図８ 国・地域別の事業分野別参加状況  

 
注：縦軸は企業数を示す。 

 

５.ディスカッション 

EU やドイツにおいては、標準化により産業や分野を超えた多様な企業の活躍の可能性を

確保することが、念頭に置かれている（e.g., DIN,2009）。このため、AUTOSAR の Release 3.1 

Technical Overview 仕様書 sec. 1.4 では、「標準化においては協調、実装においては競争」

という文言が明記されている。これを受け、AUTOSAR そのものは具体的な実装ソリューシ

ョンとして有償提供されているプラットフォームとは異なり、あくまで車載デバイスの実

行環境の要求に合うように、システムの構成や最適化を図るための技術仕様となっている。

すなわち、AUTOSAR そのものでは、即座に車載システムを構築することはできない11。 

このように、EU におけるコンセンサス標準の形成の試みでは、非競争領域に関わる標準

化は、実際の設計・開発に関わる実装標準ではなく、様々な企業や製品で共通に活用可能

な最低限の技術仕様の枠組みとしての標準である。このような「枠組み標準」としての

AUTOSAR は、技術仕様を公開し、アジアを中心とした新興国を含む多様な企業、とくに標

準の実装促進や活用にフォーカスした企業の参加を促すことで普及しつつある。基本的な

技術仕様が固まり普及に移行するにつれ、こうした傾向は顕著に見られる。この点では、

                                                  
11 実装上は、RT 制御・処理や通信は、車載組み込みソフトウェアの標準 OS（OSEK）によるアーキテク

チャやインタフェースの仕様にもとづく。 OSEK は、 CP ではないが PM となっている

Engineering/Tool/Solution 企業が実装仕様を定め提供している。 
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基本的な技術仕様に限って、従来の標準化戦略で指摘されているオープン領域を形作り普

及を実現してきたと言える。 

以上のような枠組みにおいては、標準に準拠してそれぞれの企業が実装を担い事業を展

開することも可能である。実際、日本メーカーをはじめ、開発力のある有力企業としては、

AUTOSAR に準拠しながらも自社開発を進めている OEM やサプライヤーも少なくない。し

たがって、枠組みとしてオープン化されている技術仕様の標準を主導できるかどうかは、

事業には直接結びつくものではないと言える。 

一方で、枠組みとしてのあり方にやや矛盾するようであるが、AUTOSAR では、車載シス

テムの標準的なプラットフォームの提供により、機能のモジュラー性、スケーラビリティ、

移転可能性、再利用可能性を目標としている面がある。このため、実装による普及を見据

えて、OS、コンポーネント、ツール、開発支援サービスなどを提供する企業（例えば ETAS

や Vector など）が、PM や DM として標準策定に関わっている。さらに普及の段階になる

と、DM や AM で（とくに AM）、こうした実装上の活用を促進する企業がさらに増加して

いる。これにより、より実装に向いた仕様が固まるとともに、実装のためのプラットフォ

ームやツールの提供が進めば、実装技術の普及は進むことになる12。実際、これらの企業数

の増加とともに、AUTOSAR 参加企業数は増えており、エコシステムが発達しているように

思われる。 

こうした点で、コンソーシアムとしては既存研究で指摘されている、実装プラットフォ

ーム構築や補完財企業の参加・貢献が促されている。しかも、これらの実装を促進する土

台づくりについては、標準化推進企業である CP は、直接的には手掛けていないように見え

る。 

しかしながら、OS、コンポーネント、ツール、開発支援サービスなど、実装支援を担う

企業の多くは、ETAS、 BMW Car IT、VW/Carmeq、 Vector Software 、 dSPACE（OEM 系

を除けば PM）などをはじめ、OEM, メガ・サプライヤーの戦略子会社として設立されたも

のであるか、こうした企業と密接な関連が予想されるものが多くなっている。また、今後

詳細は確認する必要があるが、より実装向きの仕様確立に向けて急増した DM は、全て EU

圏(とくにドイツ中心)の企業であり、標準化推進企業との関係が強いと考えられる。 

AUTSAR 仕様そのものは無償公開されているものの、以上の実装支援の試みは、有償も

しくは各社事業の一部となっている。実際、実装上のコアとなる OS、OS や実行環境（BSW

や RTE）の構成や生成、システム開発のツールが、それぞれの分野の専業サプライヤーか

ら、有償ライセンスで提供されている。 

これらの点を考慮すると、オープンな枠組み標準であるがゆえに各社各様とされてきた

AUTOSAR ではあるが、実装上の仕様やコンポーネントは標準化推進企業の仕様に即したも

のが中心となって、普及する可能性がある。すなわち、Bosch や Cntinental のような EU の

                                                  
12 例えば、Bosch は、こうした実装上のプラットフォームやソリューションを提供することで、インドな

どの新興国で足場を築こうとしている（e.g., 高梨他、2011)。 
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メガ ECU サプライヤーや OEM メーカーの技術との親和性が高いと予想されるのである。

実際、AUTOSAR の実装でよく使用されている BSW は、開発支援サービスとともに、Bosch

の子会社から提供されている。標準化推進企業は、オープンにすべき基本的な技術仕様の

標準の構築の試みと事業に結び付く実装に関わる試みとを、一見分離しているように見え

ながら、背面ではリンクさせ、収益化に結び付けようとしているように思われる。 

こうした傾向は見られるものの、AUTOSAR のケースでは、標準に関わる基本的な仕様や

技術はオープンであり、クローズド領域による収益化は実装においてなされている。ライ

センスは有償ではあるものの、携帯電話などについても標準化推進企業が実装により先行

するパターンは見出せるため、同様の可能性が指摘できる（Funk, 2002；丸川・安本、2010）。

有償／無償に関わらず広範な普及を目指す標準化においては、標準化された基本的な技術

そのものよりは、実装上の技術や仕様を構築して普及させたり、いち早く実装化を進め事

業を確立することが、事業上の成否を左右していると考えられる。このように、枠組みと

してのコンセンサス標準では、従来指摘されてきた構成要素のオープン／クローズドより

も、むしろ枠組み的な技術仕様の標準と実装についてオープン／クローズドが構想されて

いると言える（技術仕様の標準＝オープン領域、実装＝各社毎にクローズド領域を決定）。 

標準をめぐっては、枠組みとしての基本的な仕様や技術と、実装上の仕様や技術との区

別は十分になされてこなかった。一部ではこうした区別は認識されてきたものの（e.g., 国

領他、2012）、こうした区別の事業戦略やエコシステム形成上の意義は必ずしも十分に意

識されてきたわけではない13。標準化と事業上の競争優位との間には実装上の開発能力やプ

ラットフォーム戦略が介在しているため、枠組みとしての基本的な仕様・技術と実装上の

仕様・技術との関係は複雑になっている。実際にはこれらの区別は把握し難い可能性はあ

るものの、枠組み標準と実装上の仕様や技術（そのセットである実装プラットフォーム）

との関係についての精査が必要であろう。 

 

6.結論と今後の課題 

本稿では、コンセンサス標準の策定からその実装による普及までのプロセスについて、

参加企業の推移を追うことで、標準化を通じたエコシステムの成り立ちを検討した。その

結果、標準策定においては EU を中心とした標準化推進企業が主導的な役割を果たしてい

るものの、（１）実装による普及においては、実装ツールなどを提供する実装支援企業が増

え、同時にアジアや北米を中心に標準の活用に徹した OEM やサプライヤーが増加すること

が確認できた。ただし、（２）普及のための実装支援を手がける企業のなかには、標準化推

進企業の子会社や標準化推進企業と関連が深いと考えられる企業も多い。したがって、（３）

標準化推進企業は標準そのものはオープンに利用可能性を高くしているものの、実装によ

                                                  
13 レベルは異なるものの、プレーヤー間の協働の土台となるという点では、いずれも「広義のプラットフ

ォーム」と呼べるものであるからかもしれない（Gawer, 2009；国領他、2012）。しかしながら、事業戦略

上の意義という点では、枠組みとなる技術仕様や基本的な技術と、実装上の仕様や技術（そのセットは実

装プラットフォーム／ソリューション）との区別はきわめて重要であろう。 
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る普及においては、事業上の収益化を図るとともに、自社に有利な実装技術を普及させよ

うとしていると予想された。普及の推進に重点を置き、基本的な仕様や技術のオープン性

を高める場合（とくに無償であったりロイヤリティが低額な場合）、コンソーシアムによる

標準化そのものは直接には事業上のメリットをもたらさない可能性がある。しかしながら、

以上のように実装上の仕様や技術を実質的におさえる試みを通じて、標準化推進企業は事

業上有利なポジションを築きうる。  

エコシステムにおける様々な企業の事業戦略や、エコシステムの変遷は分析課題として

残されている。本稿の成果は、技術開発、標準策定、実装による普及といった段階を意識

した考察により、標準化に関わる多様な事業戦略やエコシステムの変遷をより詳細に検討

できる可能性があることを示唆している。こうした検討が進めば、狭義の「標準化による

政策・戦略」を超えた、「標準化を戦略やエコシステム形成のためのツールの一部」と見な

すより包括的な視点が見えてくるのではないかと予想される。 

本研究の限界としては、標準化に関わる複数企業に着目している一方、AUTOSAR とい

うシングルケースであるため、今後は他の条件の異なる標準化コンソーシアムについて適

用性を検討する必要があることが挙げられる。また、特許に代表される知識量とメンバー

シップや事業ポジションの関係をふまえた分析、枠組みとして標準化された基本的な技

術・仕様と実装上の標準や技術・仕様とを区別した分析など、より厳密な検討が今後必要

かもしれない。こうした分析と関連づけて、それぞれの企業が、どのように手掛ける領域

を定め、それに応じてどのような分業関係を築いているのかといった、企業レベルの戦略

を明らかにしていく必要がある。エコシステムの成り立ちや企業戦略を考えるうえでは、

以上に見てきた実装との関わりを含め、今後、検討すべきことは少なからず残されている。 
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